







































































































































































































































































































2005年 2006年 2009年 2010年(予) 計
総支出額 860 940 1437 250 3487 
(事業セグメント別内訳)
イメー ジング 774 601 541 1∞ 2016 
インフォメー ション 86 173 643 20 922 
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有価証券報告書(1997-2009年版)
アニュアル・レポート(2001-2009年版)
銀寝カメラ」とは、フィルムや感光板を使って撮影する写真機を意味し、従来一般的だっ
たカメラをデジタルカメラと便宜上区別するための呼称である(または、「フィルムカメラJ)。
「銀塩Jという言葉は光が当たった部分を現像すると塩化銀が黒くなる白黒フィルムの感光材
に由来する。
2 TACは、本来写真フィルムの基材として開発された化学物質「トリアセチルロース
(triacetylcelluJose) Jの略称であり、その優れた性質から写真フィルム以外の用途開拓が進み、
液晶テ、イスプレー用の偏光板の保護膜としても使用されている。
3 従来の液晶デ、イスプレーは、正面から見た幽面は奇麗だが、斜めから見ると変色して見え
たり、画面が歪んで見えるなどの問題があった。rwvフィルムIは乙うした 6視野角の狭さ'を
改善するために同社が自社開発した画期的製品である。なお、 rwvフィルム」、及びその開発
プロセスについては、橋村(2002)、及び桑嶋(2009)に詳細な記述がある。
4 同社は、j急加速するM&A戦略の強化に向け、2007年6月に事実上のM&A部隊である経営
企画本部第2部(英語名 M&Aディビジョン)を設置している。
5 医薬品事業に関して言えば、例えば老化やシミの原因と言われる活性駿素は、同時に写真フィ
ルムの鮮やかな色彩を長期間維持する tでの天険でもあり、同社は活性酸素を制御する化合
物や技術開発に関する研究を進めてきた。また、物質を膜で保護して浸透力を高める物質運搬
技術の蓄積もあり、これらを駆使すれば、副作用が少なく、生産コストが安い薬剤が開発可能
18 九州共立大学経済学部紀要
である。富士フィルムは、こうした同社の化学知識・技術の蓄積と富山化学の創薬技術を組み
合わせれば「前例のない創薬アフ。ローチが可能であり、そこに‘異業種参入'の強みがあるJと
している。
6 同社のR&D体制の再構築では、構造改革と同時に、研究テーマのポートフォリオ見直し
のシステム導入が実施されている。それは、「従来は研究テーマを各研究所が独自に決めてい
たが、それをR&D統括本部にまず集めたうえで、経営・事業戦略に合致しているか、「勝ち続け
られ、儲かるjテーマかどうかを判断するJかたちで研究テーマの‘集中と選択'を行うもので
あり、具体的には①より客観的な競合分析、②より徹底的な市場調査、③ステージゲートシス
テム(研究の段階ごとにゲート(研究を事業の視点で、継続の可否も含めて見直す機会)を設け、
そのつど、市場ニーズやその時々の療境に対応した研究であるかどうかなどを精査)による研
究管理等を実施するものである。(人材教育、2009年7月号 84)
7 コアなき成長」という概念は、2007年10月に開催された第9回日経フォーラム「世界経営
者会議Jにおける古森社長講演での発言にもとづく。
8 こうした同社のグループ一体経営の直近の成果としては、子会社のレンズメーカー「フジ
ノンJ会長であった樋口武氏を富士フィルムの電子映像事業部長に迎え、同社が2010年度中
期計画で重点課題として掲げた新興国向け事業の強化を目指し、低価格大衆向けカメラの製
造・販売で攻勢をかけつつあるととは、一つの象徴的な事例と言えるだろう。
